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資料編

１ 子どもの権利条約（抜粋）

前文

この条約の締約国は、

国際連合憲章において宣明された原則によれば、人類社会のすべての構成員の固

有の尊厳及び平等のかつ奪い得ない権利を認めることが世界における自由、正義

及び平和の基礎を成すものであることを考慮し、

国際連合加盟国の国民が、国際連合憲章において、基本的人権並びに人間の尊厳

及び価値に関する信念を改めて確認し、かつ、一層大きな自由の中で社会的進歩

及び生活水準の向上を促進することを決意したことに留意し、

国際連合が、世界人権宣言及び人権に関する国際規約において、すべての人は人

種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その他の意見、国民的若しくは社会

的出身、財産、出生又は他の地位等によるいかなる差別もなしに同宣言及び同規

約に掲げるすべての権利及び自由を享有することができることを宣明し及び合意

したことを認め、

国際連合が、世界人権宣言において、児童は特別な保護及び援助についての権利

を享有することができることを宣明したことを想起し、

家族が、社会の基礎的な集団として、並びに家族のすべての構成員特に児童の成

長及び福祉のための自然な環境として、社会においてその責任を十分に引き受け

ることができるよう必要な保護及び援助を与えられるべきであることを確信し、

児童が、その人格の完全なかつ調和のとれた発達のため、家庭環境の下で幸福、

愛情及び理解のある雰囲気の中で成長すべきであることを認め、

児童が、社会において個人として生活するため十分な準備が整えられるべきであ

り、かつ、国際連合憲章において宣明された理想の精神並びに特に平和、尊厳、

寛容、自由、平等及び連帯の精神に従って育てられるべきであることを考慮し、

児童に対して特別な保護を与えることの必要性が、1924 年の児童の権利に関す

るジュネーヴ宣言及び 1959 年 11 月 20 日に国際連合総会で採択された児童の権

利に関する宣言において述べられており、また、世界人権宣言、市民的及び政治

的権利に関する国際規約（特に第 23 条及び第 24 条）、経済的、社会的及び文化

的権利に関する国際規約（特に第 10 条）並びに児童の福祉に関係する専門機関

及び国際機関の規程及び関係文書において認められていることに留意し、

児童の権利に関する宣言において示されているとおり「児童は、身体的及び精神

的に未熟であるため、その出生の前後において、適当な法的保護を含む特別な保

護及び世話を必要とする。」ことに留意し、

国内の又は国際的な里親委託及び養子縁組を特に考慮した児童の保護及び福祉に

ついての社会的及び法的な原則に関する宣言、少年司法の運用のための国際連合

最低基準規則（北京規則）及び緊急事態及び武力紛争における女子及び児童の保

護に関する宣言の規定を想起し、

極めて困難な条件の下で生活している児童が世界のすべての国に存在すること、

また、このような児童が特別の配慮を必要としていることを認め、

児童の保護及び調和のとれた発達のために各人民の伝統及び文化的価値が有する

重要性を十分に考慮し、

あらゆる国特に開発途上国における児童の生活条件を改善するために国際協力が

重要であることを認めて、

次のとおり協定した。
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第１条

この条約の適用上、児童とは、18 歳未満のすべての者をいう。ただし、当該

児童で、その者に適用される法律によりより早く成年に達したものを除く。

第２条

１．締約国は、その管轄の下にある児童に対し、児童又はその父母若しくは法定

保護者の人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その他の意見、国民

的、種族的若しくは社会的出身、財産、心身障害、出生又は他の地位にかかわ

らず、いかなる差別もなしにこの条約に定める権利を尊重し、及び確保する。

２．締約国は、児童がその父母、法定保護者又は家族の構成員の地位、活動、表

明した意見又は信念によるあらゆる形態の差別又は処罰から保護されることを

確保するためのすべての適当な措置をとる。

第３条

１．児童に関するすべての措置をとるに当たっては、公的若しくは私的な社会福

祉施設、裁判所、行政当局又は立法機関のいずれによって行われるものであっ

ても、児童の最善の利益が主として考慮されるものとする。

２．締約国は、児童の父母、法定保護者又は児童について法的に責任を有する他

の者の権利及び義務を考慮に入れて、児童の福祉に必要な保護及び養護を確保

することを約束し、このため、すべての適当な立法上及び行政上の措置をとる。

３．締約国は、児童の養護又は保護のための施設、役務の提供及び設備が、特に

安全及び健康の分野に関し並びにこれらの職員の数及び適格性並びに適正な監

督に関し権限のある当局の設定した基準に適合することを確保する。

第５条

締約国は、児童がこの条約において認められる権利を行使するに当たり、父母

若しくは場合により地方の慣習により定められている大家族若しくは共同体の構

成員、法定保護者又は児童について法的に責任を有する他の者がその児童の発達

しつつある能力に適合する方法で適当な指示及び指導を与える責任、権利及び義

務を尊重する。

第６条

１．締約国は、すべての児童が生命に対する固有の権利を有することを認める。

２．締約国は、児童の生存及び発達を可能な最大限の範囲において確保する。

第１２条

１．締約国は、自己の意見を形成する能力のある児童がその児童に影響を及ぼす

すべての事項について自由に自己の意見を表明する権利を確保する。この場合

において、児童の意見は、その児童の年齢及び成熟度に従って相応に考慮され

るものとする。

２．このため、児童は、特に、自己に影響を及ぼすあらゆる司法上及び行政上の

手続において、国内法の手続規則に合致する方法により直接に又は代理人若し

くは適当な団体を通じて聴取される機会を与えられる。

第１３条

１．児童は、表現の自由についての権利を有する。この権利には、口頭、手書き

若しくは印刷、芸術の形態又は自ら選択する他の方法により、国境とのかかわ

りなく、あらゆる種類の情報及び考えを求め、受け及び伝える自由を含む。

２．１の権利の行使については、一定の制限を課することができる。ただし、そ

の制限は、法律によって定められ、かつ、次の目的のために必要とされるもの

に限る。

a．他の者の権利又は信用の尊重

b．国の安全、公の秩序又は公衆の健康若しくは道徳の保護
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子どもの権利条約 第１～40 条（日本ユニセフ協会抄訳）

第 1条 子どもの定義 18 歳になっていない人を子どもとします。

第 2条 差別の禁止 すべての子どもは、みんな平等にこの条約にある権利をもっています。

子どもは、国のちがいや、性のちがい、どのようなことばを使うか、どんな宗教を信じてい

るか、どんな意見をもっているか、心やからだに障がいがあるかないか、お金持ちであるか

ないか、親がどういう人であるか、などによって差別されません。

第 3条 子どもにもっともよいことを 子どもに関係のあることが決められ、行われるときに

は、子どもにもっともよいことは何かを第一に考えなければなりません。

第 4条 国の義務 国は、この条約に書かれた権利を守るために、必要な法律を作ったり政策

を実行したりしなければなりません。

第 5条 親の指導を尊重 親(保護者)は、子どもの発達に応じて、適切な指導をします。国

は、親の指導を尊重します。

第 6条 生きる権利・育つ権利 すべての子どもは、生きる権利・育つ権利をもっています。

第 7条 名前・国籍をもつ権利 子どもは、生まれたらすぐに登録（出生届など）されなけれ

ばなりません。 子どもは、名前や国籍をもち、できるかぎり親を知り、親に育ててもらう

権利をもっています。

第 8条 名前・国籍・家族関係が守られる権利 国は、子どもが、名前や国籍、家族の関係な

ど、自分が自分であることを示すものをむやみにうばわれることのないように守らなくては

なりません。

第 9条 親と引き離されない権利 子どもには、親と引き離されない権利があります。子ども

にもっともよいという理由から、引き離されることも認められますが、その場合は、親と会

ったり連絡したりすることができます。

第 10 条 別々の国にいる親と会える権利 国は、別々の国にいる親と子どもが会ったり、一緒

にくらしたりするために、国を出入りできるよう配慮します。親がちがう国に住んでいて

も、子どもは親と連絡をとることができます。

第 11 条 よその国に連れさられない権利 国は、子どもが国の外へ連れさられたり、自分の国

にもどれなくなったりしないようにします。

第 12 条 意見を表す権利 子どもは、自分に関係のあることについて自由に自分の意見を表す

権利をもっています。その意見は、子どもの発達に応じて、じゅうぶん考慮されなければな

りません。

第 13 条 表現の自由 子どもは、自由な方法でいろいろな情報や考えを伝える権利、知る権利

をもっています。

第 14 条 思想・良心・宗教の自由 子どもは、思想・良心・宗教の自由についての権利をもっ

ています。

第 15 条 結社・集会の自由 子どもは、ほかの人びとと一緒に団体をつくったり、集会を行っ

たりする権利をもっています。

第 16 条 プライバシー・名誉の保護 子どもは、自分や家族、住んでいるところ、電話やメー

ルなどのプライバシーが守られます。また、他人から誇りを傷つけられない権利をもってい

ます。

第 17 条 適切な情報の入手 子どもは、自分の成長に役立つ多くの情報を手に入れる権利をも

っています。国は、本、新聞、テレビ、インターネットなどで、子どものためになる情報が

多く提供されるようにすすめ、子どもによくない情報から子どもを守らなければなりませ

ん。

第 18 条 子どもの養育はまず親に責任 子どもを育てる責任は、まずその両親（保護者）にあ

ります。国はその手助けをします。

第 19 条 あらゆる暴力からの保護 どんなかたちであれ、子どもが暴力をふるわれたり、不当

な扱いなどを受けたりすることがないように、国は子どもを守らなければなりません。

第 20 条 家庭を奪われた子どもの保護 家庭を奪われた子どもや、その家庭環境にとどまるこ

とが子どもにとってよくないと判断され、家庭にいることができなくなった子どもは、かわ

りの保護者や家庭を用意してもらうなど、国から守ってもらうことができます。
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第 21 条 養子縁組 子どもを養子にする場合には、その子どもにとって、もっともよいことを

考え、その子どもや新しい親（保護者）のことなどをしっかり調べたうえで、国や公の機関

だけが養子縁組を認めることができます。

第 22 条 難民の子ども 自分の国の政府からのはく害をのがれ、難民となった子どもは、のが

れた先の国で守られ、援助を受けることができます。

第 23 条 障がいのある子ども 心やからだに障がいがある子どもは、尊厳が守られ、自立し、

社会に参加しながら生活できるよう、教育や訓練、保健サービスなどを受ける権利をもって

います。

第 24 条 健康・医療への権利 子どもは、健康でいられ、必要な医療や保健サービスを受ける

権利をもっています。

第 25 条 施設に入っている子ども 施設に入っている子どもは、その扱いがその子どもにとっ

てよいものであるかどうかを定期的に調べてもらう権利をもっています。

第 26 条 社会保障を受ける権利 子どもは、生活していくのにじゅうぶんなお金がないときに

は、国からお金の支給などを受ける権利をもっています。

第 27 条 生活水準の確保 子どもは、心やからだがすこやかに成長できるような生活を送る権

利をもっています。親（保護者）はそのための第一の責任者ですが、必要なときは、食べる

ものや着るもの、住むところなどについて、国が手助けします。

第 28 条 教育を受ける権利 子どもは教育を受ける権利をもっています。国は、すべての子ど

もが小学校に行けるようにしなければなりません。さらに上の学校に進みたいときには、み

んなにそのチャンスが与えられなければなりません。学校のきまりは、子どもの尊厳が守ら

れるという考え方からはずれるものであってはなりません。

第 29 条 教育の目的 教育は、子どもが自分のもっている能力を最大限のばし、人権や平和、

環境を守ることなどを学ぶためのものです。

第 30 条 少数民族・先住民の子ども 少数民族の子どもや、もとからその土地に住んでいる人

びとの子どもは、その民族の文化や宗教、ことばをもつ権利をもっています。

第 31 条 休み、遊ぶ権利 子どもは、休んだり、遊んだり、文化芸術活動に参加したりする権

利をもっています 。

第 32 条 経済的搾取・有害な労働からの保護 子どもは、むりやり働かされたり、そのために

教育を受けられなくなったり、心やからだによくない仕事をさせられたりしないように守ら

れる権利をもっています。

第 33 条 麻薬・覚せい剤などからの保護 国は、子どもが麻薬や覚せい剤などを売ったり買っ

たり、使ったりすることにまきこまれないように守らなければなりません。

第 34 条 性的搾取からの保護 国は、子どもが児童ポルノや児童買春などに利用されたり、性

的な虐待を受けたりすることのないように守らなければなりません。

第 35 条 誘拐・売買からの保護 国は、子どもが誘拐されたり、売り買いされたりすることの

ないように守らなければなりません。

第 36 条 あらゆる搾取からの保護 国は、どんなかたちでも、子どもの幸せをうばって利益を

得るようなことから子どもを守らなければなりません。

第 37 条 拷問・死刑の禁止 どんな子どもに対しても、拷問や人間的でないなどの扱いをして

はなりません。また、子どもを死刑にしたり、死ぬまで刑務所に入れたりすることは許され

ません。もし、罪を犯してたいほされても、尊厳が守られ年れいにあった扱いを受ける権利

をもっています。

第 38 条 戦争からの保護 国は、15 歳にならない子どもを軍隊に参加させないようにしま

す。また、戦争にまきこまれた子どもを守るために、できることはすべてしなければなりま

せん。

第 39 条 被害にあった子どもの回復と社会復帰 虐待、人間的でない扱い、戦争などの被害に

あった子どもは、心やからだの傷をなおし、社会にもどれるように支援を受けることができ

ます。

第 40 条 子どもに関する司法 罪を犯したとされた子どもは、ほかの人の人権の大切さを学

び、社会にもどったとき自分自身の役割をしっかり果たせるようになることを考えて、扱わ

れる権利をもっています。
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２ こども基本法（抜粋）

（令和四年法律第七十七号）

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、

次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立

した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれて

いる環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生

活を送ることができる社会の実現を目指して、社会全体としてこども施策に取

り組むことができるよう、こども施策に関し、基本理念を定め、国の責務等を

明らかにし、及びこども施策の基本となる事項を定めるとともに、こども政策

推進会議を設置すること等により、こども施策を総合的に推進することを目的

とする。

（定義）

第二条 この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。

２ この法律において「こども施策」とは、次に掲げる施策その他のこどもに関

する施策及びこれと一体的に講ずべき施策をいう。

一 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるま

での心身の発達の過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に

対する支援

二 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資するため、就労、結婚、妊

娠、出産、育児等の各段階に応じて行われる支援

三 家庭における養育環境その他のこどもの養育環境の整備

（基本理念）

第三条 こども施策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならな

い。

一 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障され

るとともに、差別的取扱いを受けることがないようにすること。

二 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されるこ

と、愛され保護されること、その健やかな成長及び発達並びにその自立が図

られることその他の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本

法（平成十八年法律第百二十号）の精神にのっとり教育を受ける機会が等し

く与えられること。

三 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関

係する全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画

する機会が確保されること。

四 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊

重され、その最善の利益が優先して考慮されること。

五 こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保護者

が第一義的責任を有するとの認識の下、これらの者に対してこどもの養育に

関し十分な支援を行うとともに、家庭での養育が困難なこどもにはできる限

り家庭と同様の養育環境を確保することにより、こどもが心身ともに健やか

に育成されるようにすること。

六 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備

すること。

（国の責務）

第四条 国は、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、こ

ども施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
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（地方公共団体の責務）

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、こども施策に関し、国及び他の

地方公共団体との連携を図りつつ、その区域内におけるこどもの状況に応じた

施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（事業主の努力）

第六条 事業主は、基本理念にのっとり、その雇用する労働者の職業生活及び家

庭生活の充実が図られるよう、必要な雇用環境の整備に努めるものとする。

（国民の努力）

第七条 国民は、基本理念にのっとり、こども施策について関心と理解を深める

とともに、国又は地方公共団体が実施するこども施策に協力するよう努めるも

のとする。

（年次報告）

第八条 政府は、毎年、国会に、我が国におけるこどもをめぐる状況及び政府が

講じたこども施策の実施の状況に関する報告を提出するとともに、これを公表

しなければならない。

２ 前項の報告は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。

一 少子化社会対策基本法（平成十五年法律第百三十三号）第九条第一項に規

定する少子化の状況及び少子化に対処するために講じた施策の概況

二 子ども・若者育成支援推進法（平成二十一年法律第七十一号）第六条第一

項に規定する我が国における子ども・若者の状況及び政府が講じた子ども・

若者育成支援施策の実施の状況

三 こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律（平成二十五年法律

第六十四号）第八条第一項に規定するこどもの貧困の状況及びこどもの貧困

の解消に向けた対策の実施の状況

第二章 基本的施策

（こども施策に関する大綱）

第九条 政府は、こども施策を総合的に推進するため、こども施策に関する大綱

（以下「こども大綱」という。）を定めなければならない。

２ こども大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 こども施策に関する基本的な方針

二 こども施策に関する重要事項

三 前二号に掲げるもののほか、こども施策を推進するために必要な事項

３ こども大綱は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。

一 少子化社会対策基本法第七条第一項に規定する総合的かつ長期的な少子化

に対処するための施策

二 子ども・若者育成支援推進法第八条第二項各号に掲げる事項

三 こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第九条第二項各号に

掲げる事項

４ こども大綱に定めるこども施策については、原則として、当該こども施策の

具体的な目標及びその達成の期間を定めるものとする。

５ 内閣総理大臣は、こども大綱の案につき閣議の決定を求めなければならない。

６ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、

こども大綱を公表しなければならない。

７ 前二項の規定は、こども大綱の変更について準用する。

（都道府県こども計画等）

第十条 都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策

についての計画（以下この条において「都道府県こども計画」という。）を定め

るよう努めるものとする。
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２ 市町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こど

も大綱及び都道府県こども計画）を勘案して、当該市町村におけるこども施策

についての計画（以下この条において「市町村こども計画」という。）を定める

よう努めるものとする。

３ 都道府県又は市町村は、都道府県こども計画又は市町村こども計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

４ 都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第一項に規定す

る都道府県子ども・若者計画、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関す

る法律第十条第一項に規定する都道府県計画その他法令の規定により都道府県

が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一体のものと

して作成することができる。

５ 市町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第二項に規定する

市町村子ども・若者計画、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法

律第十条第二項に規定する市町村計画その他法令の規定により市町村が作成す

る計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一体のものとして作成

することができる。

（こども施策に対するこども等の意見の反映）

第十一条 国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、及び評価する

に当たっては、当該こども施策の対象となるこども又はこどもを養育する者そ

の他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

３ こども大綱（抜粋）

「こども大綱」は、それまで別々に作成されてきた少子化社会対策大綱、子

供・若者育成支援推進大綱、子供の貧困対策に関する大綱、の３つを１つに統合

し、こども施策に関する基本的な方針や重要事項等を一元的に定めるものとし

て、令和５年に新たに決定されました。

「こども大綱」では、全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸せな

状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる「こどもまんなか社会」の

実現を目指しており、次の基本的な方針が掲げられました。

こども施策に関する基本的な方針

①こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権

利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図る

②こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しなが

ら、ともに進めていく

③こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十

分に支援する

④良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこども・若者が幸

せな状態で成長できるようにする

⑤若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え方を大前提

として若い世代の視点に立って結婚、子育てに関する希望の形成と実現を阻む

隘路（あいろ）の打破に取り組む

⑥施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との

連携を重視する
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こども施策に関する重要事項

・ライフステージを通した重要事項

・ライフステージ別の重要事項

・子育て当事者への支援に関する重要事項

こども施策を推進するために必要な事項

・こども・若者の社会参画・意見反映

・こども施策の共通の基盤となる取組

こども大綱における目標・指標

・こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」の実現に向けたこども・若者や子

育て当事者の視点に立った数値目標、こども・若者、子育て当事者の置かれた

状況等を把握するための指標を提示

４ 子ども・子育て支援法（抜粋）

（平成二十四年法律第六十五号）

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を

取り巻く環境の変化に鑑み、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）そ

の他の子ども及び子育てに関する法律による施策と相まって、子ども・子育て

支援給付その他の子ども及び子どもを養育している者に必要な支援を行い、も

って一人一人の子どもが健やかに成長し、及び子どもを持つことを希望する者

が安心して子どもを生み、育てることができる社会の実現に寄与することを目

的とする。

（基本理念）

第二条 子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義

的責任を有するという基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社

会のあらゆる分野における全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相

互に協力して行われなければならない。

２ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全

ての子どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切な

ものであり、かつ、子どもの保護者の経済的負担の軽減について適切に配慮さ

れたものでなければならない。

３ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じ

て、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。

（市町村等の責務）

第三条 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法律の実施に関し、次に掲

げる責務を有する。



- 130 -

一 子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、子ど

も及びその保護者に必要な子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て

支援事業を総合的かつ計画的に行うこと。

二 子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て支援給付を受け、及び地

域子ども・子育て支援事業その他の子ども・子育て支援を円滑に利用するた

めに必要な援助を行うとともに、関係機関との連絡調整その他の便宜の提供

を行うこと。

三 子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、子どもの保護者の選

択に基づき、多様な施設又は事業者から、良質かつ適切な教育及び保育その

他の子ども・子育て支援が総合的かつ効率的に提供されるよう、その提供体

制を確保すること。

２ 都道府県は、市町村が行う子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て

支援事業が適正かつ円滑に行われるよう、市町村に対する必要な助言及び適切

な援助を行うとともに、子ども・子育て支援のうち、特に専門性の高い施策及

び各市町村の区域を超えた広域的な対応が必要な施策を講じなければならない。

３ 国は、市町村が行う子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事

業その他この法律に基づく業務が適正かつ円滑に行われるよう、市町村及び都

道府県と相互に連携を図りながら、子ども・子育て支援の提供体制の確保に関

する施策その他の必要な各般の措置を講じなければならない。

（事業主の責務）

第四条 事業主は、その雇用する労働者に係る多様な労働条件の整備その他の労

働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環

境の整備を行うことにより当該労働者の子育ての支援に努めるとともに、国又

は地方公共団体が講ずる子ども・子育て支援に協力しなければならない。

（国民の責務）

第五条 国民は、子ども・子育て支援の重要性に対する関心と理解を深めるとと

もに、国又は地方公共団体が講ずる子ども・子育て支援に協力しなければなら

ない。

第五章 子ども・子育て支援事業計画

（基本指針）

第六十条 内閣総理大臣は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供

体制を整備し、子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及

び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施の確保その他子ども・子育て支援の

ための施策を総合的に推進するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）

を定めるものとする。

２ 基本指針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 子ども・子育て支援の意義並びに子どものための教育・保育給付に係る教

育・保育を一体的に提供する体制その他の教育・保育を提供する体制の確保、

子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保並びに地域子ども・子育

て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の実施に関する基本的事項

二 次条第一項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画において教育・

保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを定めるに当たって参酌

すべき標準その他当該市町村子ども・子育て支援事業計画及び第六十二条第

一項に規定する都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に関する事

項

三 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要とする児

童の福祉増進のための施策との連携に関する事項

四 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な

雇用環境の整備に関する施策との連携に関する事項

五 前各号に掲げるもののほか、子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・

子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施の確保その他子

ども・子育て支援のための施策の総合的な推進のために必要な事項

※第３項、第４項省略
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（市町村子ども・子育て支援事業計画）

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地

域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円

滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）

を定めるものとする。

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるも

のとする。

一 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育

を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める

区域（以下「教育・保育提供区域」という。）ごとの当該教育・保育提供区域

における各年度の特定教育・保育施設に係る必要利用定員総数（第十九条各

号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総数とする。）、特

定地域型保育事業所（事業所内保育事業所における労働者等の監護する小学

校就学前子どもに係る部分を除く。）に係る必要利用定員総数（同条第三号に

掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）その他の教育・保育の量の見

込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実

施時期

二 教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域

子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子

育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期

三 子どものための教育・保育給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教

育・保育の推進に関する体制の確保の内容

四 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保の内容

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前項各号に規定するものの

ほか、次に掲げる事項について定めるよう努めるものとする。

一 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の

確保に関する事項

二 保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第四条第二項に規定す

る障害児に対して行われる保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与

その他の子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府

県が行う施策との連携に関する事項

三 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な

雇用環境の整備に関する施策との連携に関する事項

四 地域子ども・子育て支援事業を行う市町村その他の当該市町村において子

ども・子育て支援の提供を行う関係機関相互の連携の推進に関する事項

４ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育提供区域における子ども

の数、子どもの保護者の特定教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事

業の利用に関する意向その他の事情を勘案して作成されなければならない。

５ 市町村は、教育・保育提供区域における子ども及びその保護者の置かれてい

る環境その他の事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村

子ども・子育て支援事業計画を作成するよう努めるものとする。

６ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定す

る市町村地域福祉計画、教育基本法第十七条第二項の規定により市町村が定め

る教育の振興のための施策に関する基本的な計画（次条第四項において「教育

振興基本計画」という。）その他の法律の規定による計画であって子どもの福祉

又は教育に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとす

るときは、第七十二条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場

合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ど

も・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。

８ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとす

るときは、インターネットの利用その他の内閣府令で定める方法により広く住

民の意見を求めることその他の住民の意見を反映させるために必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。
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９ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとす

るときは、都道府県に協議しなければならない。

１０ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを都道府県知事に提出しなければならない。

第七章 市町村等における合議制の機関

第七十二条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理する

ため、審議会その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定す

る事項を処理すること。

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第二項に規定す

る事項を処理すること。

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する

事項を処理すること。

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的

な推進に関し必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。

２ 前項の合議制の機関は、同項各号に掲げる事務を処理するに当たっては、地

域の子ども及び子育て家庭の実情を十分に踏まえなければならない。

３ 前二項に定めるもののほか、第一項の合議制の機関の組織及び運営に関し必

要な事項は、市町村の条例で定める。

※第４項、第５項省略

５ 次世代育成支援対策推進法（抜粋）

（平成十五年法律第百二十号）

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を

取り巻く環境の変化にかんがみ、次世代育成支援対策に関し、基本理念を定め、

並びに国、地方公共団体、事業主及び国民の責務を明らかにするとともに、行

動計画策定指針並びに地方公共団体及び事業主の行動計画の策定その他の次世

代育成支援対策を推進するために必要な事項を定めることにより、次世代育成

支援対策を迅速かつ重点的に推進し、もって次代の社会を担う子どもが健やか

に生まれ、かつ、育成される社会の形成に資することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「次世代育成支援対策」とは、次代の社会を担う子ど

もを育成し、又は育成しようとする家庭に対する支援その他の次代の社会を担

う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される環境の整備のための国若しくは

地方公共団体が講ずる施策又は事業主が行う雇用環境の整備その他の取組をい

う。

（基本理念）

第三条 次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義

的責任を有するという基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての

意義についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように

配慮して行われなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）

第四条 国及び地方公共団体は、前条の基本理念（次条及び第七条第一項におい

て「基本理念」という。）にのっとり、相互に連携を図りながら、次世代育成支

援対策を総合的かつ効果的に推進するよう努めなければならない。
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（事業主の責務）

第五条 事業主は、基本理念にのっとり、その雇用する労働者に係る多様な労働

条件の整備その他の労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにす

るために必要な雇用環境の整備を行うことにより自ら次世代育成支援対策を実

施するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が講ずる次世代育成支援対策

に協力しなければならない。

（国民の責務）

第六条 国民は、次世代育成支援対策の重要性に対する関心と理解を深めるとと

もに、国又は地方公共団体が講ずる次世代育成支援対策に協力しなければなら

ない。

第二章 行動計画

第二節 市町村行動計画及び都道府県行動計画

（市町村行動計画）

第八条 市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務

及び事業に関し、五年を一期として、地域における子育ての支援、母性並びに

乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教

育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境

の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実

施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定することができる。

２ 市町村行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標

二 実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期

３ 市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらか

じめ、住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

４ 市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらか

じめ、事業主、労働者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。

５ 市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を公表するよう努めるとともに、都道府県に提出しなければならない。

６ 市町村は、市町村行動計画を策定したときは、おおむね一年に一回、市町村

行動計画に基づく措置の実施の状況を公表するよう努めるものとする。

７ 市町村は、市町村行動計画を策定したときは、定期的に、市町村行動計画に

基づく措置の実施の状況に関する評価を行い、市町村行動計画に検討を加え、

必要があると認めるときは、これを変更することその他の必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。

８ 市町村は、市町村行動計画の策定及び市町村行動計画に基づく措置の実施に

関して特に必要があると認めるときは、事業主その他の関係者に対して調査を

実施するため必要な協力を求めることができる。
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６ 子ども・若者育成支援推進法（抜粋）

（平成二十一年法律第七十一号）

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、子ども・若者が次代の社会を担い、その健やかな成長が我

が国社会の発展の基礎をなすものであることにかんがみ、日本国憲法及び児童

の権利に関する条約の理念にのっとり、子ども・若者をめぐる環境が悪化し、

社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者の問題が深刻な状況に

あることを踏まえ、子ども・若者の健やかな育成、子ども・若者が社会生活を

円滑に営むことができるようにするための支援その他の取組（以下「子ども・

若者育成支援」という。）について、その基本理念、国及び地方公共団体の責務

並びに施策の基本となる事項を定めること等により、他の関係法律による施策

と相まって、総合的な子ども・若者育成支援のための施策（以下「子ども・若者

育成支援施策」という。）を推進することを目的とする。

（基本理念）

第二条 子ども・若者育成支援は、次に掲げる事項を基本理念として行われなけ

ればならない。

一 一人一人の子ども・若者が、健やかに成長し、社会とのかかわりを自覚し

つつ、自立した個人としての自己を確立し、他者とともに次代の社会を担う

ことができるようになることを目指すこと。

二 子ども・若者について、個人としての尊厳が重んぜられ、不当な差別的取

扱いを受けることがないようにするとともに、その意見を十分に尊重しつつ、

その最善の利益を考慮すること。

三 子ども・若者が成長する過程においては、様々な社会的要因が影響を及ぼ

すものであるとともに、とりわけ良好な家庭的環境で生活することが重要で

あることを旨とすること。

四 子ども・若者育成支援において、家庭、学校、職域、地域その他の社会の

あらゆる分野における全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互

に協力しながら一体的に取り組むこと。

五 子ども・若者の発達段階、生活環境、特性その他の状況に応じてその健や

かな成長が図られるよう、良好な社会環境（教育、医療及び雇用に係る環境

を含む。以下同じ。）の整備その他必要な配慮を行うこと。

六 教育、福祉、保健、医療、矯正、更生保護、雇用その他の各関連分野にお

ける知見を総合して行うこと。

七 修学及び就業のいずれもしていない子ども・若者、家族の介護その他の日

常生活上の世話を過度に行っていると認められる子ども・若者その他の社会

生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者に対しては、その困難の

内容及び程度に応じ、当該子ども・若者の意思を十分に尊重しつつ、必要な

支援を行うこと。

（国の責務）

第三条 国は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

子ども・若者育成支援施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、子ども・若者育成支援に関し、

国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その区域内における子ども・若

者の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（法制上の措置等）

第五条 政府は、子ども・若者育成支援施策を実施するため必要な法制上又は財

政上の措置その他の措置を講じなければならない。
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（年次報告）

第六条 政府は、毎年、国会に、我が国における子ども・若者の状況及び政府が

講じた子ども・若者育成支援施策の実施の状況に関する報告を提出するととも

に、これを公表しなければならない。

２ こども基本法（令和四年法律第七十七号）第八条第一項の規定による国会へ

の報告及び公表がされたときは、前項の規定による国会への報告及び公表がさ

れたものとみなす。

第二章 子ども・若者育成支援施策

（子ども・若者育成支援施策の基本）

第七条 子ども・若者育成支援施策は、基本理念にのっとり、国及び地方公共団

体の関係機関相互の密接な連携並びに民間の団体及び国民一般の理解と協力の

下に、関連分野における総合的な取組として行われなければならない。

（子ども・若者育成支援推進大綱）

第八条 子ども・若者育成支援推進本部は、子ども・若者育成支援施策の推進を

図るための大綱（以下「子ども・若者育成支援推進大綱」という。）を作成しな

ければならない。

２ 子ども・若者育成支援推進大綱は、次に掲げる事項について定めるものとす

る。

一 子ども・若者育成支援施策に関する基本的な方針

二 子ども・若者育成支援施策に関する次に掲げる事項

イ 教育、福祉、保健、医療、矯正、更生保護、雇用その他の各関連分野に

おける施策に関する事項

ロ 子ども・若者の健やかな成長に資する良好な社会環境の整備に関する事

項

ハ 第2条第7号に規定する支援に関する事項

ニ イからハまでに掲げるもののほか、子ども・若者育成支援施策に関する重

要事項

三 子ども・若者育成支援施策を総合的に実施するために必要な国の関係行政

機関、地方公共団体及び民間の団体の連携及び協力に関する事項

四 子ども・若者育成支援に関する国民の理解の増進に関する事項

五 子ども・若者育成支援施策を推進するために必要な調査研究に関する事項

六 子ども・若者育成支援に関する人材の養成及び資質の向上に関する事項

七 子ども・若者育成支援に関する国際的な協力に関する事項

八 前各号に掲げるもののほか、子ども・若者育成支援施策を推進するために

必要な事項

３ 子ども・若者育成支援推進本部は、第1項の規定により子ども・若者育成支援

推進大綱を作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。これ

を変更したときも、同様とする。

（都道府県子ども・若者計画等）

第九条 都道府県は、子ども・若者育成支援推進大綱を勘案して、当該都道府県

の区域内における子ども・若者育成支援についての計画（以下この条において

「都道府県子ども・若者計画」という。）を作成するよう努めるものとする。

２ 市町村は、子ども・若者育成支援推進大綱（都道府県子ども・若者計画が作

成されているときは、子ども・若者育成支援推進大綱及び都道府県子ども・若

者計画）を勘案して、当該市町村の区域内における子ども・若者育成支援につ

いての計画（次項において「市町村子ども・若者計画」という。）を作成するよ

う努めるものとする。

３ 都道府県又は市町村は、都道府県子ども・若者計画又は市町村子ども・若者

計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。これを変

更したときも、同様とする。
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（国民の理解の増進等）

第十条 国及び地方公共団体は、子ども・若者育成支援に関し、広く国民一般の

関心を高め、その理解と協力を得るとともに、社会を構成する多様な主体の参

加による自主的な活動に資するよう、必要な啓発活動を積極的に行うものとす

る。

（社会環境の整備）

第十一条 国及び地方公共団体は、子ども・若者の健やかな成長を阻害する行為

の防止その他の子ども・若者の健やかな成長に資する良好な社会環境の整備に

ついて、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（意見の反映）

第十二条 国は、子ども・若者育成支援施策の策定及び実施に関して、子ども・

若者を含めた国民の意見をその施策に反映させるために必要な措置を講ずるも

のとする。

（子ども・若者総合相談センター）

第十三条 地方公共団体は、子ども・若者育成支援に関する相談に応じ、関係機

関の紹介その他の必要な情報の提供及び助言を行う拠点（第二十条第三項にお

いて「子ども・若者総合相談センター」という。）としての機能を担う体制を、

単独で又は共同して、確保するよう努めるものとする。

７ こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律（抜粋）

（平成二十五年法律第六十四号）

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、貧困により、こどもが適切な養育及び教育並びに医療を受

けられないこと、こどもが多様な体験の機会を得られないことその他のこども

がその権利利益を害され及び社会から孤立することのないようにするため、日

本国憲法第二十五条その他の基本的人権に関する規定、児童の権利に関する条

約及びこども基本法（令和四年法律第七十七号）の精神にのっとり、こどもの

貧困の解消に向けた対策に関し、基本理念を定め、国等の責務を明らかにし、

及びこどもの貧困の解消に向けた対策の基本となる事項を定めることにより、

こどもの貧困の解消に向けた対策を総合的に推進することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「こども」とは、こども基本法第二条第一項に規定す

るこどもをいう。

（基本理念）

第三条 こどもの貧困の解消に向けた対策は、社会のあらゆる分野において、こ

どもの年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が

優先して考慮され、こどもが心身ともに健やかに育成されることを旨として、

推進されなければならない。

２ こどもの貧困の解消に向けた対策は、貧困により、こどもがその権利利益を

害され及び社会から孤立することが深刻な問題であることを踏まえ、こどもの

現在の貧困を解消するとともにこどもの将来の貧困を防ぐことを旨として、推

進されなければならない。
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３ こどもの貧困の解消に向けた対策は、教育の支援、生活の安定に資するため

の支援、保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援、経

済的支援等の施策を、貧困により、こどもがその権利利益を害され及び社会か

ら孤立することのない社会を実現することを旨として、こども及びその家族の

生活及び取り巻く環境の状況に応じて包括的かつ早期に講ずることにより、推

進されなければならない。

４ こどもの貧困の解消に向けた対策は、貧困の状況にある者の妊娠から出産ま

で及びそのこどもがおとなになるまでの過程の各段階における支援が切れ目な

く行われるよう、推進されなければならない。

５ こどもの貧困の解消に向けた対策は、こどもの貧困がその家族の責任に係る

問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その背景に様々な社会的な要因

があることを踏まえ、こどもの貧困に関する国民の理解を深めることを通じて、

社会的な取組として推進されなければならない。

６ こどもの貧困の解消に向けた対策は、国及び地方公共団体の関係機関相互の

密接な連携の下に、関連分野における総合的な取組として行われなければなら

ない。

（国の責務）

第四条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、

こどもの貧困の解消に向けた対策を総合的に策定し及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、こどもの貧困の解消に向けた対

策に関し、国と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し及び実施す

る責務を有する。

（国民の責務）

第六条 国民は、国又は地方公共団体が実施するこどもの貧困の解消に向けた対

策に協力するよう努めなければならない。

（法制上の措置等）

第七条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措

置その他の措置を講じなければならない。

（年次報告）

第八条 政府は、毎年、国会に、こどもの貧困の状況及びこどもの貧困の解消に

向けた対策の実施の状況に関する報告を提出するとともに、これを公表しなけ

ればならない。

２ こども基本法第八条第一項の規定による国会への報告及び公表がされたとき

は、前項の規定による国会への報告及び公表がされたものとみなす。

第二章 基本的施策

（こどもの貧困の解消に向けた対策に関する大綱）

第九条 政府は、こどもの貧困の解消に向けた対策を総合的に推進するため、こ

どもの貧困の解消に向けた対策に関する大綱（以下この条及び次条において単

に「大綱」という。）を定めなければならない。

２ 大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 こどもの貧困の解消に向けた対策に関する基本的な方針

二 こどもの貧困率、ひとり親世帯の貧困率、ひとり親世帯の養育費受領率、

生活保護世帯に属するこどもの高等学校等進学率、生活保護世帯に属するこ

どもの大学等進学率等こどもの貧困に関する指標及び当該指標の改善に向け

た施策

三 教育の支援、生活の安定に資するための支援、保護者に対する職業生活の

安定と向上に資するための就労の支援、経済的支援その他のこどもの貧困の

解消に向けた対策に関する事項

四 こどもの貧困に関する調査及び研究に関する事項
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五 こどもの貧困の解消に向けた対策に関する施策の実施状況についての検証

及び評価並びに当該施策の効果を評価するために必要な指標の調査及び研究

その他のこどもの貧困の解消に向けた対策に関する施策の推進体制に関する

事項

３ 政府は、大綱を定めるに当たり、貧困の状況にあるこども及びその家族、学

識経験者、こどもの貧困の解消に向けた対策に係る活動を行う民間の団体その

他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

４ こども基本法第九条第一項の規定により定められた同項のこども大綱のうち

第二項各号に掲げる事項に係る部分は、第一項の規定により定められた大綱と

みなす。

５ 第二項第二号の「こどもの貧困率」、「ひとり親世帯の貧困率」、「ひとり親世

帯の養育費受領率」、「生活保護世帯に属するこどもの高等学校等進学率」及び

「生活保護世帯に属するこどもの大学等進学率」の定義は、政令で定める。

（都道府県計画等）

第十条 都道府県は、大綱を勘案して、当該都道府県におけるこどもの貧困の解

消に向けた対策についての計画（次項及び第三項において「都道府県計画」と

いう。）を定めるよう努めるものとする。

２ 市町村は、大綱（都道府県計画が定められているときは、大綱及び都道府県

計画）を勘案して、当該市町村におけるこどもの貧困の解消に向けた対策につ

いての計画（次項において「市町村計画」という。）を定めるよう努めるものと

する。

３ 都道府県又は市町村は、都道府県計画又は市町村計画を定め、又は変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

８ 少子化社会対策基本法（抜粋）

（平成十五年法律第百三十三号）

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、我が国において急速に少子化が進展しており、その状況が

二十一世紀の国民生活に深刻かつ多大な影響を及ぼすものであることにかんが

み、このような事態に対し、長期的な視点に立って的確に対処するため、少子

化社会において講ぜられる施策の基本理念を明らかにするとともに、国及び地

方公共団体の責務、少子化に対処するために講ずべき施策の基本となる事項そ

の他の事項を定めることにより、少子化に対処するための施策を総合的に推進

し、もって国民が豊かで安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与するこ

とを目的とする。

（施策の基本理念）

第二条 少子化に対処するための施策は、父母その他の保護者が子育てについて

の第一義的責任を有するとの認識の下に、国民の意識の変化、生活様式の多様

化等に十分留意しつつ、男女共同参画社会の形成とあいまって、家庭や子育て

に夢を持ち、かつ、次代の社会を担う子どもを安心して生み、育てることがで

きる環境を整備することを旨として講ぜられなければならない。

２ 少子化に対処するための施策は、人口構造の変化、財政の状況、経済の成長、

社会の高度化その他の状況に十分配意し、長期的な展望に立って講ぜられなけ

ればならない。

３ 少子化に対処するための施策を講ずるに当たっては、子どもの安全な生活が

確保されるとともに、子どもがひとしく心身ともに健やかに育つことができる

よう配慮しなければならない。

４ 社会、経済、教育、文化その他あらゆる分野における施策は、少子化の状況

に配慮して、講ぜられなければならない。
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（国の責務）

第三条 国は、前条の施策の基本理念（次条において「基本理念」という。）にの

っとり、少子化に対処するための施策を総合的に策定し、及び実施する責務を

有する。

（地方公共団体の責務）

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、少子化に対処するための施策に

関し、国と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する

責務を有する。

（事業主の責務）

第五条 事業主は、子どもを生み、育てる者が充実した職業生活を営みつつ豊か

な家庭生活を享受することができるよう、国又は地方公共団体が実施する少子

化に対処するための施策に協力するとともに、必要な雇用環境の整備に努める

ものとする。

（国民の責務）

第六条 国民は、家庭や子育てに夢を持ち、かつ、安心して子どもを生み、育て

ることができる社会の実現に資するよう努めるものとする。

（施策の大綱）

第七条 政府は、少子化に対処するための施策の指針として、総合的かつ長期的

な少子化に対処するための施策の大綱を定めなければならない。

２ こども基本法（令和四年法律第七十七号）第九条第一項の規定により定めら

れた同項のこども大綱のうち前項に規定する総合的かつ長期的な少子化に対処

するための施策に係る部分は、同項の規定により定められた大綱とみなす。

（法制上の措置等）

第八条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措

置その他の措置を講じなければならない。

（年次報告）

第九条 政府は、毎年、国会に、少子化の状況及び少子化に対処するために講じ

た施策の概況に関する報告を提出するとともに、これを公表しなければならな

い。

２ こども基本法第八条第一項の規定による国会への報告及び公表がされたとき

は、前項の規定による国会への報告及び公表がされたものとみなす。
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９ 計画策定の経過

（１）青梅市子ども・子育て会議

年月日 青梅市子ども・子育て会議

令和５年

５月 15 日

令和５年度第１回

・ニーズ調査について

７月 21 日

令和５年度第２回

・子ども・子育て推進に関する実態調査について（報告）

・令和４年度第２期子ども・子育て支援事業計画の検証報告について

10 月 ２日
令和５年度第３回

・ニーズ調査の中間集計について（報告）

11 月 20 日
令和５年度第４回

・ニーズ調査の中間集計について

令和６年

２月 ５日

令和５年度第５回

・青梅市子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査の調査結

果について（報告）

４月 15 日

令和６年度第１回

・青梅市こども計画の策定について（諮問）

・青梅市子ども・子育て支援事業計画策定にかかる実態調査の調査結果

について（報告）

・こども計画について（協議）

５月 20 日

令和６年度第２回

・青梅市こども・子育て施策庁内推進委員会の設置について（報告）

・こども計画の骨子について（協議）

７月 １日

令和６年度第３回

・こども計画の素案について（協議）

・こどもの意見募集について（協議）

８月 ５日

令和６年度第４回

・こどもの意見募集の結果について（報告）

・令和５年度第２期青梅市子ども・子育て支援事業計画の検証報告につ

いて（協議）

・こども計画の素案について（協議）

11 月 １日
令和６年度第５回

・こども計画の原案について（協議）

１月 16 日
令和６年度第６回

・こども計画の答申書(案)について（協議）

２月 10 日
令和６年度第７回

・青梅市こども計画の策定について（答申）

（２）青梅市こども・子育て施策庁内推進委員会、同部会

（３）計画策定に対するアンケート調査等

年月日 青梅市こども・子育て施策庁内推進委員会等

令和６年
５月 27 日

令和６年度第１回委員会

・こども・子育て施策庁内推進委員会の部会の編成について

・実態調査の報告書の周知等について

６月 ６日 令和６年度第１回部会 ・こども計画素案について

６月 20 日
令和６年度第２回部会 ・こども計画素案について

・こどもの意見募集について

６月 24 日
令和６年度第２回委員会 ・こども計画素案について

・こどもの意見募集について

７月 22 日 令和６年度第３回部会 ・こども計画素案について

８月 15 日
令和６年度第４回部会 ・こども計画素案について

・懇談会（仮）について

９月 ３日
令和６年度第５回部会 ・こども計画素案について

・懇談会（仮）について

10 月 １日
令和６年度第６回部会 ・こども計画素案について

・懇談会（仮）について

10 月 17 日
令和６年度第７回部会 ・こども計画素案について

・若者アンケートについて

10 月 22 日 令和６年度第３回委員会 ・こども計画原案について

11 月 15 日 令和６年度第８回部会 ・こども計画原案について

２月 25 日 令和６年度第４回委員会 ・こども計画案について

年月日 内 容

令和５年８月４日～９月 10 日 こども・子育て推進に関する実態調査の実施

令和６年７月５日～７月 21 日 こどもアンケートの実施

10 月 22 日～10 月 27 日 若者アンケートの実施

11 月 ９日 こども意見聴取会の実施

11 月 16 日 若者意見聴取会の実施

12 月 15 日～12 月 28 日 青梅市こども計画（原案）パブリックコメントの実施
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10 青梅市こども・子育て会議条例

（設置）

第１条 こども基本法（令和４年法律第77号。以下「基本法」という。）第２条第２項

に規定するこども施策（以下「こども施策」という。）の推進に関する重要事項を調

査審議するとともに、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「支援法」

という。）第72条第１項各号に掲げる事務を処理するため、青梅市長（以下「市長」

という。）の付属機関として、青梅市こども・子育て会議（以下「子育て会議」とい

う。）を設置する。

（所掌事項）

第２条 子育て会議は、次に掲げる事項を所掌する。

(１) 市長の諮問に応じ、基本法第10条第２項に規定する市町村こども計画の策定お

よび変更に関する事項その他こども施策の推進に関し市長が必要と認める事項につ

いて調査審議し、答申すること。

(２) 支援法第72条第１項各号に掲げる事務に関すること。

（委員）

第３条 子育て会議の委員は、次に掲げる者のうちから、１３人以内をもって組織する。

(1) 学識経験者 ２人

(2) こどもの保護者 ２人以内

(3) 事業主を代表する者 １人

(4) 労働者を代表する者 １人

(5) こども施策に関する事業に関係する者 ７人以内

２ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任

を妨げない。

（会長および副会長）

第４条 子育て会議に、会長および副会長を置く。

２ 会長および副会長は、委員が互選する。

３ 会長は、子育て会議を代表し、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、または会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。

（会議）

第５条 子育て会議は、市長が招集し、会長が議長となる。

２ 子育て会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。

３ 子育て会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。

（意見の聴取等）

第６条 会長は、必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見を聴

き、または資料の提出を求めることができる。

（庶務）

第７条 子育て会議の庶務は、子育て推進担当課において処理する。

（委任）

第８条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、会長が

子育て会議に諮って定める。

付 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２５年７月１日から施行する。

※以下省略

青梅市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例（令和７年条例第４号）について

令和７年度からのこども計画の開始に伴い、条例改正を行いました。（公布：令和７年３月２８日 施行：令和７年４月１日）

会議名を「子ども・子育て会議」から改称するとともに、第１条、第２条、第３条を改正しました。

以下は、第１条および第２条については改正前の条文、第３条については改正部分の説明です。

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７２条第１項の規定にもとづき、青梅市子ども・子育て会議（以下

「子育て会議」という。）を設置する。

第２条 子育て会議は、青梅市長（以下「市長」という。）の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申する。

(1) 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関すること。

(2) 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関すること。

(3) 青梅市が定める子ども・子育て支援事業計画に関すること。

(4) 子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項および当該施策の実施状況に関すること。

第３条 委員数は「１２人以内」を「１３人以内」に、（１）学識経験者を「１人」から「２人」に、（２）「子どもの保護者」を「こ

どもの保護者」に、（５）「子育て支援」を「こども施策」に、それぞれ改正しています。
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11 青梅市子ども・子育て会議委員名簿

任期：令和５年４月１日～令和７年３月３1日

◎：会長 〇：副会長 職名は在任中のもの（敬称略）

区分 職名 氏名 備考

学識経験者 明星大学特任教授 ◎ 坂 井 隆 之

子どもの保護者 ―

中 村 明 子

野 口 綾 乃

事業主代表
学校法人和風会多摩リハビリテ
ーション学院専門学校事務長

黒 田 英 寿

労働者代表 青梅商工会議所専務理事 〇 池 田 政 教

子
育
て
支
援
に
関
す
る
事
業
に
関
係
す
る
者

保育所の代表

青梅市保育園理事長会副会長 髙 木 博 康

かすみ台第二保育園園長 星 野 弘 美 ～R6.3.31

駒木野保育園園長 藤 野 唯 基 R6.4.1～

幼稚園の代表 青梅幼稚園園長 横 山 牧 人

小学校の代表

青梅市立第五小学校校長 刀 禰 浩 子 ～R6.3.31

青梅市立第五小学校校長 松 井 良 R6.4.1～

学童保育の代表

青梅市放課後児童健全育成事業
者連絡会会長
株式会社モアスマイルプロジェ
クト経営担当

空 野 竜 雄

子育て支援事業
者の代表

特定非営利活動法人青梅こども
未来常務理事

栗原久美子

民生児童委員の
代表

青梅市民生児童委員合同協議会
理事

大 野 葉 子

12 青梅市こども・子育て施策庁内推進委員会設置要綱

１ 設置

青梅市におけるこども施策の総合的な推進を目的として、青梅市こども・子育て施

策庁内推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

２ 所掌事項

委員会は、次に掲げる事項を所掌する。

(1) こども・子育て支援に関する行政計画にもとづく施策の推進に関すること。

(2) その他こども・子育て施策推進に必要な事項に関すること。

３ 組織

(1) 委員会は、委員15人をもって組織し、それぞれ次の職にある者をもってこれに

充てる。

ア 委員長 こども家庭部長

イ 副委員長 健康福祉部長

ウ 委員 企画政策課長、市民活動推進課長、公園緑地課長、地域福祉課長、障がい

者福祉課長、子育て応援課長、こども育成課長、こども家庭センター所長、こども

家庭部主幹、シティプロモーション課長、指導室長、社会教育課長およびスポーツ

推進課長

(2) 前号の規定にかかわらず、委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の

者を臨時委員として委員会の会議に出席させることができる。

４ 委員長の職務および代理

(1) 委員長は委員会を代表し、会務を総理する。

(2) 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理す

る。

５ 会議

委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。

６ 部会

(1) 委員会は、第２項に掲げる事項について調査、検討等を行うため、委員会に部

会を置く。
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(2) 部会は、次に掲げる者をもって組織する。

ア 部会長 子育て応援課長

イ 副部会長 部会長が指名する職員

ウ 部会員 委員会の各委員が推薦する職員

(3) 前号の規定にかかわらず、部会長は、必要があると認めるときは部会員以外の

者を臨時部会員として部会の会議に出席させることができる。

(4) 部会の会議は、必要に応じて部会長が招集し、部会長が議長となる。

７ 報告

委員会は、必要に応じて委員会の検討および検証の経過および結果を青梅市長に

報告する。

８ 庶務

委員会および部会の庶務は、こども・子育て施策担当課において処理する。

９ その他

この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定め

る。

10 実施期日等

(1) この要綱は、令和６年５月１３日から実施する。

(2) 青梅市子ども・子育て支援事業計画検討委員会設置要綱（平成25年６月１日実

施）は、廃止する。

13 青梅市こども・子育て施策庁内推進委員会委員・部会員名簿

令和６年度

◎：委員長 〇：副委員長

□：部会長 △：副部会長

所属 委員名 部会員名

こども家庭部 ◎部長 青木 政則 ―

健康福祉部 〇部長 杉山 智則 ―

企画政策課 課長 野村 正明 主任 伊藤 桃子

市民活動推進課 課長 小井戸 雄一 主任 五十嵐 真由

公園緑地課 課長 塚田 正巳 主任 永治 健悟

地域福祉課 課長 茂木 正 主査 藤原 道人

障がい者福祉課 課長 斎藤 剛 係長 宮崎 功平

子育て応援課 □課長 濱野 剛 係長 師岡 幹雄

こども育成課 △課長 加藤 博之 主任 川島 茜

こども家庭センター 所長 中村 恵美 係長 鈴木 遼太

こども家庭部 主幹 江川 弘子 ―

シティプロモーション課 課長 松永 和浩 主任 吉﨑 優人

指導室 室長 拝原 茂行 指導主事 片桐 光義

社会教育課 課長 平岡 正海 主任 谷垣 雄飛

スポーツ推進課 課長 中村 栄之 係長 鈴木 孝志
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14 用語解説

＜あ行＞

医療的ケア児

障がいや病気のために、日常的に人工呼吸器の管理、吸引、経管栄養などの医療行

為を必要とするこども。

インクルージョン

すべての人々が社会に参加し、差別や排除されることなく共存できる状態や取り

組みを指す。障がいや性別、年齢、民族などの違いに関わらず、平等に扱われ、社会

の一員として受け入れられることを目指している。

ＯＯＤＡループ（ウーダループ）

意思決定の仕方を示す考え方の一つで、観察(observe)→状況判断(orient)→意思

決定(decide)→行動(act)という4段階の活動を段階的に行うことで、変化が起こり

やすい状況下においても、素早い意思決定を行うことができるとされている。

ＳＤＧｓ

世界全体で取り組む、2016年から2030年までに達成すべき17の環境、開発、人権な

どに関する国際目標。Sustainable Development Goalsの略称で、日本では「持続可

能な開発目標」と訳される。

Ｍ字カーブ

女性の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合）

は、結婚・出産期に当たる年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇する

ことをＭ字カーブという。

＜か行＞

学童保育所

共働き家庭や母子・父子家庭の小学生の子どもたちの毎日の放課後（学校休業日は

一日）の生活を守る施設。

合計特殊出生率

出産可能年齢（15～49歳）の女性に限定し、年齢ごとの出生率を足し合わせ、一人

の女性が生涯、何人の子供を産むのかを推計したもの。

＜さ行＞

自己肯定感

自分の存在や行動を肯定的に評価する感覚のこと。「自分は価値のある存在だ」「自

分はこれで良い」と感じられることが、精神的な安定や幸福感に繋がる。自己肯定感

が低いと、自信喪失や精神的な問題に繋がることもある。

小１の壁

主に就労している母親が、子どもの小学校入学を期に仕事と育児の両立が困難に

なること。延長保育制度がある保育所に対して学童保育は終了時間が早いことや、保

護者会・授業参観など平日の行事が増えることが原因で仕事を辞めたり、働き方を変

えたりすること。

スクールカウンセラー

近年のいじめの深刻化や不登校児童生徒の増加など、児童生徒の心の在り様と関

わる様々な問題が生じていることを背景として、児童生徒や保護者の抱える悩みを

受け止め、学校におけるカウンセリング機能の充実を図るため、臨床心理に専門的な

知識・経験を有する学校外の専門家。
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スクールソーシャルワーカー

社会福祉士や精神保健福祉士等が子ども本人と向き合うだけでなく、家庭や行政、

福祉関係施設など外部機関と連携しながら、子どもを取り巻く環境を調整すること。

＜た行＞

ＤＸ

デジタル化による変革 デジタル・トランスフォーメーション[デジタルトランス

フォーメーション] (digital transformationの略。X=transの略記。デジタル化の

進展による産業構造の転換を意味する。

特定教育・保育施設

市町村長が施設型給付費の支給にかかる施設として確認する「教育・保育施設」を

言い、施設型給付を受けず、私学助成を受ける私立幼稚園は含まれない。（法第27条）

トワイライトステイ

保護者が仕事等の理由により恒常的に夜間に帰宅するため、家庭における児童の

養育が一時的に困難となった場合に、その児童を児童福祉施設等に通所させ、生活指

導、夕食の提供等を行うサービス。

＜な行＞

認可保育所

児童福祉法にもとづく児童福祉施設で、国が定めた設置基準（施設の広さ、保育士

等の職員数、給食設備、防災管理、衛生管理等）をクリアして都道府県知事に認可さ

れた施設。

認定こども園

教育・保育を一体的に行う施設で、いわば幼稚園と保育所の両方の良さをあわせ持

つ施設。

ネットリテラシー

インターネットを正しく使いこなすための知識や能力。

＜は行＞

パートナーシップ

関係者または関係機関が連携・協力し、これによって創出される相乗効果を通して

単独では実現困難な事業目的を効果的に達成する仕組みまたは連合体のこと。

パブリックコメント（意見公募手続）

行政機関が規則あるいは命令等の類のものを制定するに当たって、広く公（パブリ

ック）に、意見・情報・改善案（コメント）を求める手続き。

ＰＤＣＡサイクル

業務プロセスの管理手法の一つで、計画(plan)→実行(do)→評価(check)→改善

(action)という4段階の活動を繰り返し行うことで、継続的にプロセスを改善してい

く手法。

ファミリー・サポート・センター

ファミリー・サポート・センター事業は、乳幼児や小学生等の児童を有する子育て

中の労働者や主婦等を会員として、児童の預かりの援助を受けることを希望する者

と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行うも

の。

プレコンセプション

将来の妊娠・出産を考慮に入れ、現在の健康状態を確認したり、生活習慣の見直し

を行ったりすること。
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プレコンセプションケア

妊娠前の健康管理やケアを指し、健康な妊娠や出産を迎えるために準備すること。

妊娠前の栄養管理や生活習慣の改善、定期的な健康チェックが含まれる。

フレックスタイム制

１日の労働時間帯を、必ず勤務すべき時間帯（コアタイム）と、その時間帯の中で

あればいつ出社または退社してもよい時間帯（フレキシブルタイム）とに分け、出社、

退社の時刻を労働者の決定に委ねるもの。

放課後子ども総合プラン

共働き家庭等の「小1の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、

全ての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことがで

きるよう、一体型を中心とした放課後児童クラブおよび放課後子ども教室の計画的

な整備等を進めること。

放課後児童クラブ

保護者の就労や疾病などにより、放課後の家庭において健全な育成を受けられな

い小学生を対象に、生活や遊びの場を提供する場。

包摂性のある社会

誰も排除されず、全員が参画する機会を持てる社会。持続可能な開発目標（SDGs）

の理念である「誰一人取り残さない」という考え方に基づいている。

＜や行＞

ヤングケアラー

親や兄弟、祖父母など、家族の世話を行っている１８歳未満のこども。家事や介護、

精神的なサポートを行うことが含まれるが、これが過度になると学業や社会生活に

悪影響を及ぼすことがある。

ユースヘルスケア

Youth (ユース)といわれる思春期に、誰にも言えずひとりで悩みを抱えているこ

とを解消し、こころと体調の健康管理をサポートすることをいう。

＜わ行＞

ワーク・ライフ・バランス

「憲章」では、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の

責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といっ

た人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」とされる。
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